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はじめに
岩手県釜石市、唐丹（とうに）町。市の中心部から
南へ10㎞のところにある、静かな漁師町だ。小さく
入り組んだ湾内の港には、いくつもの小ぶりな漁船が
並ぶ。ここでは、ワカメをはじめメカブやホタテ、ホ
ヤが養殖され、サケやウニ、アワビなどが水揚げされ
る。限られた平地と高台には約1,800人が暮らし、そ
のうち400人ほどが漁業に携わってきた。しかし、近
年は、全国の漁村の例に漏れず、高齢化と人口流出が
進んでいた。
2011年3月11日、この小さな町を東日本大震災が
襲った。津波は堤防を越えて港と集落を破壊し、漁船
のほとんどをさらった。その惨状を前にして、誰もが
呆然としていた。地域から消えかけた水産業の灯を再
びともし、住民に自信と誇りを取り戻すためにどうす
ればいいのか。自問自答を繰り返した末、すべてを失っ
たマイナスの状態から、水産業の再起を図る挑戦を開
始した。
本稿では、被災から弊社を創業し、様々な支援協力
によって事業がまわりはじめ、釜石ブランド確立へ向
けて奮闘している軌跡を綴った。
水産業の復興を、待つ人がいる。
まずは、起業した経緯から振り返ってみたい。
大津波被害から再建なったミネラル豊富な唐丹湾
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38歳、銀行勤めから水産加工業へ
私は岩手県盛岡市で生まれ、首都圏で大学生活を
送ったのち、地元・盛岡に本社を置く株式会社東北銀
行に就職した。しかし、1998年に転機が訪れる。当時、
38歳になっていた。
釜石の水産加工会社を経営していた妻の父が亡くな
り、この時、直感で水産加工業への転職を決意した。
水産業の経験も知識もなかったが、反対する家族を説
得し、15年勤めた銀行を退職。一家を引き連れて三
陸の釜石市に移り住み、亡くなった義父の水産加工会
社に入った。事業内容は、イカやサンマ、サケといっ
た魚介類の加工。管理職として人事や総務をまとめな
がら、原料調達や加工の現場にも足繁く通い続けた。
一番大切にしたのは、従業員のみなさんや地元の人
たちとのコミュニケーションだった。漁協や同業者の
皆さん、市役所の水産課の方々など…いろいろな方と
お酒を酌み交わした。今もお付き合いが続いている。
そして、転身から13年後の2011年。運命の3月11
日を迎える。
水産業消滅の危機
その日は釜石から30km 北にある山田町の工場に
行っていた。その時に見た津波が今でも頭から離れな
い。まるで時間が止まったかのような、とても現実の
ものとは思えない光景だった。自宅のある釜石に戻れ
たのはそれから4日後。幸い家族は無事だったが、唐
丹町の工場の様子を確かめに行ったのはその翌日のこ
とだ。変わり果てた町の姿に呆然とした。
とにかく、何もなかった。あまりの惨状に、実家の
ある盛岡に戻ることを一度は考えた。
しかし、「水産業で働く場所が欲しい」という地元の
声に心は揺れた。このままでは、人口1,800人の地区
に産業がなくなってしまう。ただでさえ高齢化や人口
流出に悩んでいた漁村が、雇用の受け皿がなければま
すます落ち込んでしまう。せっかく、水産加工で培っ
てきた技術をこの地域に伝えたい、仕事を最後までや
り遂げたいという方が大勢いるのに。
逃げたら絶対に後悔する
悩みぬいた末、唐丹町に水産加工会社を立ち上げよ
うと決意した。自分だけ逃げたら、絶対に後悔すると
思った。あの日、たまたま別の場所にいたからこそ、
生かされた命。そう考えると、一度死んだも同然の身
なのだという心境になった。
「できるかどうかではなく、やらなきゃいけない。」
唐丹町には水産業の復興が必要だと信じたが、起業
は人生で初めて。道しるべとしたのは先人たちの知恵
だった。そのなかで行動指針となる一冊の本と出会っ
た。アンドリュー・カーネギーが基礎を作りナポレオ
ンヒルが体系化した経営哲学書『思考は、現実化する』
である。
ある青年実業家がパーティーで事業立ち上げの信念
を語ったところ、それが資本家たちの心を動かし、巨
額の投資を集めることができたというエピソードが
あった。それを読んでとても勇気づけられた。自分の
熱意を人に伝え、共感を持ってもらえれば、きっと資
金を招くことができる。そう信じた。
思いを実現させるため、さっそく法人登記の手続き
をした。社名は「釜石ヒカリフーズ株式会社」とした。
目指す姿は3つ。
• 地元の被災者・若者の雇用の受け皿
• 地域の漁業者と水産加工業者が、互いに発展して
いける良好な関係
• 若い世代に早くから経験を積ませ、次世代を担う
人材を育成
かくして、東日本大震災後、岩手県内の水産加工
会社では第1号となる新会社が釜石市唐丹町に誕生し
た。震災発生から5カ月後のことだった。
銀行員時代の経験が活きる
会社は設立したものの、それだけでは事業は始めら
れない。「やるしかない」の一念で精力的に動き回った。
事業計画書の作成から、工場の設計と土地探し、資金
集めに、人集め。これらを同時に進めた。うまくいく
という自信などなく、事業をスタートさせるために、
とにかく行動するしかなかった。
事業計画書の作成には、銀行員時代の経験が活きた。
事業者が提出する書類を見ていたので、事業計画を立
てる際に求められるポイントは押さえていた。経営計
画は最低5年先までを見据えなければならないし、絵
72 50
に描いた餅ではなく具体的なシミュレーションが必要
だ。折りしも、国では被災地を対象にした復興予算の
審議を進めていた。申請を予定していたのは中小企業
庁と水産庁による補助金。そこで、事業計画を立てる
際に3つのパターンをシミュレーションした。
まず、補助金を想定額どおりもらえた場合。次に、
補助金が想定額より少なかった場合。そして、補助金
をもらえなかった場合。どの状況になっても確実に事
業を進められるよう、入念に計画を作成した。
地域のための起業
しかし、結果は最悪のパターン。弊社は2012年1
月の4次補正予算でも、補助金を得られなかった。水
産業の復興と被災地の雇用創出を目的としていても、
新規事業だからという理由で、交付の対象外とされた
のだ。
それでもあきらめずに、まずは行政にアドバイスを
仰いだ。
釜石市水産課に補助金が得られない苦しい状況を説
明し、会社設立にかける思いの丈を必死に訴えた。そ
の訴えは、菊池行夫課長と野田武則市長に伝わった。
釜石の復興に情熱を注ぎ、職員の方々とともに身を粉
にして働いている行政トップに強く響いたようだっ
た。「よし、やろう！」と、すぐに企業立地協定の話が
進み、とても心強かった。
企業立地協定は、工場の建設および創業が円滑に進
められるよう、市が協力する制度。雇用機会の拡大、
産業の振興、地域経済の発展に寄与すると認められた
新規事業を対象とするなど条件は厳しく、通常、締結
には数カ月から数年を要する。しかし、釜石市の行政
トップは、弊社の一日でも早い創業が地域にとって不
可欠だと判断。わずか1カ月という異例の速さで締結
に至った。2012年3月のことだ。
熱意はさらなる出会いを呼ぶ。菊池課長が新たな
ファンドを紹介してくれたのだ。東日本大震災後、被
災地復興を支援するために仙台に設立された「一般財
団法人東北共益投資基金」だ。すぐに坂本忠弘代表理
事と経営アドバイザーの白石智哉さんが、唐丹町の工
場建築現場に直接お見えになった。" 自社だけが利益
を得るのではなく、地域のために " という弊社の経営
理念に、お二人とも強く共感していただき、投資して
くださることになった。
資本金として受けた投資額は1,300万円。資本金は
1,500万円になった。
共感が投資を呼ぶ
その一方で、金融機関からの融資を得るため、事業
計画書を携えて毎月のように窓口に出向いていた。そ
して、国からの補助金がもらえなかったことや、工場
設計の進捗状況、建築にかかる費用などをこまめに報
告し続けた。
融資を審査する側がどんな情報を欲しいかはわかっ
ていたので、それを実行した。単に「お金をください」
だけでは、人を動かすことはできない。大切なのは熱
意だ。弊社の経営理念は、唐丹町の人々が自信と誇り
を持って暮らせる地域をつくること。つまり、地域に
利益をもたらすことが目的で、水産業の復興、雇用の
創出、生活の安定、漁村の再生のために必要な事業な
んだという思いを、金融機関に伝え続けた。
その努力が徐々に実を結び始める。古巣の東北銀行
からは運転資金を、日本政策金融公庫からは工場建設
資金を、さらに、岩手県の外郭団体である公益財団法
人いわて産業振興センターからは設備資金を融資して
もらうことが決まった。そこには、人との縁を大切に
してきた無形の資産があったように思う。
海外からの支援
さらに、海の向こうからも協力を得ることになる。
震災から1年経った頃に、日本財団のシンポジウム
に呼ばれ、水産業復興の思いを発表したことがあった。
その時、私の話に共感してくださったのが、当時、株
式会社経営共創基盤というコンサルタント会社にお勤
めだった柴田亮さんだった。この方から、「カタール 
フレンド基金」に申請して資金を受けてはどうかとい
う提案をいただいた。
カタール フレンド基金は、東日本大震災の被災地
復興支援プロジェクトへの資金援助を目的として、カ
タール国が設立したファンドだ。公的機関を支援対象
としたものだが、弊社は市と立地協定を結んでいたた
めに、水産業を復興するプロジェクトとして採択され
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た。この投資を受けることで、水産物の保存に必要な
冷凍システムや加工機械、環境に配慮した排水処理装
置などを整備することができた。
こうして、資本金、建設費用、運転資金、設備資金
のすべてが揃った。
振り返ると、つくづく人との出会いに助けられてき
た。思いに共感してくださった方が、こうして協力の
手を差し伸べてくださった。もし、利己的にお願いし
ていたら、とても資金を集められなかっただろう。
2012年7月、ついに「釜石ヒカリフーズ」の加工工
場が稼働をスタートした。 
水産業の誇りを、取り戻す。
次に弊社の事業内容について、生産、販路開拓、雇
用の側面から、道のりを振り返ってみたい。
生産：地元の海産物を、うま味を逃さずに加工
2012年7月、生産を開始した。会社設立からほぼ1
年、震災からは1年半近くが経っていた。唐丹のミネ
ラル豊富な海水はとてもきれいで、そのまま加工に使
える。海水で魚の下処理をすることで、本来持ってい
るうま味を逃さずに加工できる。それが海のすぐ近く
を選んだ理由の一つだ。
まずは、ある程度の売り上げを確保しなければと考
え、取引量の多い業務用に特化して生産を始めた。扱っ
ている海産物は、唐丹町の港で獲れたメカブや秋サケ、
釜石港で獲れた水ダコ、真イカ、サバなどだ。
販路開拓：人との縁が、販路をゼロから切り拓く
2012年前半は、工場の稼働に先立って取引先の確
保に悩んでいた。まったく白紙の状態から、開拓しな
ければならなかったからだ。苦境を救ったのは、会社
の立ち上げ時から地道に作り上げてきた人脈だった。
資本金を出資していただいた東北共益投資基金の白
石智哉さんが、取引先を紹介してくださった。それが、
居酒屋チェーン「はなの舞」を運営しているチムニー
だった。通常営業では困難な大手飲食チェーンとの直
接取引を、設立間もない会社が成約できたのは人脈の
おかげだった。こうして直接取引のノウハウができ、
その後、「魚民」や「目利きの銀次」等を運営している
モンテローザとも契約を結ぶことができた。こうした
首都圏の大口事業者との直接取引がなければ、生産を
始めてもすぐに立ち行かなくなったと思う。
自分の力だけではとても販路を切り拓けなかった。
人との出会いに感謝するしかない。
2012年7月に稼働した唐丹漁港にある本社工場
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雇用：全員、正社員として働いてほしい
生産を始めた当初、弊社スタッフはわずか12名だっ
た。自ら地域をまわり、頭を下げて、来てもらった人
材だ。被災して仮設住宅で生活していた人たちや、も
ともと水産加工に従事していた人を中心に、一人ずつ
声をかけてまわった。その後、ハローワークや地元の
釜石商工高校にも説明に伺った。
地域を再生させるために雇用を生みたい。その信念
を貫くために、スタッフの待遇は「全員、正社員」に
こだわった。勤務初日から全員に社会保険を適用して
いる。自らの希望でパートタイム勤務を選んでいる方
を除き、全員が正社員になった。そうでないと、社員
が安心して生活できないし、それを可能にするのが会
社の役目だと思っている。単に産業を復興するだけで
は地域はよくならない。まずは、社員によくなってほ
しい。これがやがて、地元への定住につながっていく
と信じている。
若いスタッフが多いのも弊社の特徴だ。平均年齢は
30代後半と、高齢化が進む水産業界ではかなり低い。
2013年には、初めて、地元の高校を出た若者が新卒
で入社した。もちろん、水産加工の経験のない子だか
ら嬉しかった。若者には、夢を持って地元で働いてほ
しいとの願いが叶った。
3Kの真逆をいく
重労働で魚臭いイメージが強いと言われる水産業。
いわゆる「3K（きけん、きつい、きたない）」だ。そ
の真逆をいきたいと考えている。安心して水産業に従
事してもらうことで、収入を得ることもでき、生活も
安定すれば、みんなが地元に誇りを持てるようになる。
それが、唐丹町の再生につながっていく。
特に子育て中の女性を多く採用している。フレック
スタイムを適用し、子育て後もずっと働いてもらえる
ように、柔軟にバックアップしている。2018年には
釜石市子育て応援企業に認定された。子どもが水産業
に誇りを持てる地域にしたい。
2020年7月現在、後述する第2工場や飲食店を含め、
計48人の社員と共に日々働けることを心より有り難
いと思う。
産学官連携で、道を切り拓く。
ここまでの道のりは難題の連続だった。壁を超えら
れたのは、産学官の様々な連携によるところが大きい。
ここでは、流通技術、養殖・蓄養・増殖技術、IT な
ど5つの連携事例について紹介したい。
水産業の衰退はそもそも根本的な難題だ。それは一
次産業の付加価値が低いからだ。
地元で獲れる魚介類に付加価値をつけて全国に流通
させることができれば、地元の漁師から高値で買い取
れるので、釜石の水産業が再び活気を取り戻せる。そ
2020年2月に竣工した釜石港にある第２工場
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のためには、単に海産物を加工するだけではなく、優
れた鮮度保持技術を採り入れる必要がある。しかし、
この地域では、技術を使って魚の鮮度を維持し、遠方
に流通させようという意識そのものがあまりなく、地
元でしか消費されない魚もまだまだ多かった。
流通技術：スラリーアイスを使用した高鮮度保持
（高知工科大学・JST）
まずは釜石市企業立地課に相談し、科学技術振興機
構（JST）でマッチングプランナーを務める貫洞（かん
どう）義一氏に協力を求めた。貫洞氏は2カ月もの間、
高度な鮮度保持技術を探し求めて全国の研究者を訪ね
まわってくださり、高知工科大学の松本泰典准教授と
の出会いに至る。
これまで一般的には、海水に砕いた氷を加えた海水
氷が、魚介類の保存に使われてきた。その後、実用化
されたのが『スラリーアイス』だ。スラリーアイスは、
海水や塩水から作る直径0.2mm 程度の氷の微粒子と
水分が混ざったシャーベット状の柔らかい氷で、海水
氷よりも急速に魚介類を冷やすことができる。すで
に、魚市場や大手の水産加工会社では使用されている
が、大規模な設備投資が必要となる。また、魚が凍結
する−2℃以下まで冷却してしまうという課題があっ
た。魚は凍ってしまうと細胞が壊れやすく、解凍した
際にうま味成分を含む液体が流出し、味が落ちてしま
う。それでは、うまい釜石の魚を遠隔地に流通させる
ことは到底できない。松本准教授の新しい保存技術は、
この課題を解決するものだった。
待ち望んできた技術との出会いに大いに勇気づけら
れた。幸い、JST から資金の支援を受けられることに
なり、弊社でも松本准教授が開発したスラリーアイス
製造装置を導入。塩分濃度を調節することで、生鮮魚
介類を凍結させない温度帯（約−0.8°C ）で地元の名
物魚「ドンコ（エゾイソアイナメ）」などを首都圏に出
荷し、刺身で提供している。
高知工科大学とは、2016年にプロジェクトが終了
した後も関係が続いており、2019年5月には、山本
真行教授が開発した津波等の地球規模の現象からの信
号をキャッチできるインフラサウンドセンサーを弊社
敷地内の倉庫に設置した。この技術は小惑星探査機「は
やぶさ」帰還時にも活用されたもので、東北地方では
初の設置となった。
▲職場には音楽が流れ、生臭さは気にならない
スラリーアイスで高鮮度保持される地元の名物魚ドンコ▶︎
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蓄養技術：サバの蓄養による高付加価値化
（水産大学校・東京海洋大学・岩手大学）
スラリーアイスの次に取り組んだのが、サバの『蓄
養』だ。魚介類を卵や稚魚から育てる養殖に対し、蓄
養とは、海で獲れた成魚をイケスに移してから締めて、
鮮度の高い状態で出荷することにより、地元産の魚に
さらなる付加価値をつける手法だ。しかし、魚を海か
ら生きたまま運んでくるのは、容易なことではない。
運搬用のイケスを必要とするためコストがかかり、第
一、魚にストレスを与えてしまうというリスクも伴う。
釜石で獲れたサバをブランド化するには、この蓄養が
どうしても必要だ。先行する有名ブランドとの間には、
すでに圧倒的な格差があるからだ。例えば、大分県の
関サバはこの蓄養技術でブランド化に成功している。
一方で、三陸では蓄養が行われてこなかったため、
釜石で獲れたサバは鮮度維持の処理がなされずに出荷
されているのが現状だった。そうなると、用途が味噌
煮や缶詰など加工品の原料に限られてしまい、低価格
で売らざるを得ない。それに対して関サバは、釜石で
獲れるサバの10倍以上もの値段で流通しているのだ。
その後、2014年に、復興庁と農林水産省による実
証研究事業に参加することで、実現に大きく前進する。
蓄養を三陸に普及させようという、水産大学校（前田
俊道教授）や東京海洋大学（岡崎恵美子教授）、岩手大
学との共同研究が始まったのだ。
震災の後、釜石市内に岩手大学の「釜石サテライト」
という施設ができ、そこに蓄養プールが設置された。
この共同研究で弊社は、水揚げされたサバを生きたま
ま海水ごとそのプールに移したあと活け締めし、加工・
流通させる役割を担っている。
養殖技術：次世代型サーモン養殖技術の開発
（岩手大学）
岩手大学とは、2018年からサーモン（ニジマス・
ヒメマス・サクラマス ）の陸上・海洋養殖の研究開
発にも取り組んでいる。地球温暖化などによる気候変
動の影響によって、各地の資源が不安定化する中、養
殖事業を通じて持続可能な水産業をめざし、地域の経
済発展に微力ながら貢献したい。そして共に取り組む
学生は釜石に暮らし学ぶ若者たちだ。未来の担い手と
確かな足取りで地域の明日を切り開くことに大きな意
義を感じている。
増殖技術：次世代型ウニ・アワビ・ナマコ増殖技術の
開発（北里大学）
北里大学とは、資源不足の観点から未利用資源活用
に取り組んでいる。海洋生命科学部 三陸臨海教育研
究センターの森山俊介教授の研究に協力し、ウニの蓄
養栽培やアワビとナマコの養殖栽培に向けた、人口餌
や飼育技術の開発に挑戦している。弊社では水産加工
工場で残渣が発生するが、これも重要な未利用資源だ。
他にも農海産品廃棄物等の未利用資源も積極的に活用
し、新たな収入源を生み出すとともに、海産物の通年
出荷や漁業者の安定収入確保をめざしている。
特に、ウニ・アワビ・ナマコはいずれも高級食材で
安定した需要があり、環境変化で供給不足が続いてい
る現状は、ビジネス的にはチャンスといえる。生産だ
けでなく、加工、流通、飲食、観光に展開して地域産
業化し、雇用創出に加えて、地域の特産品として認知
されることによる地域ブランド効果を期待している。
IT：企業CSRの力で復興を加速する
（日立ソリューションズ）
2013年ごろ、販路の拡大と同時に新たな問題が出
てきた。増え続ける受注に業務管理がだんだん追いつ
けなくなってきた。その頃、東京に本社を置く株式会
社日立ソリューションズの増田典生氏と知り合う。
同社で CSR の推進を担当する増田氏は、東日本大
震災で被害を受けた地域の復興に、IT で貢献できな
いかと考えていた。そんな増田氏に唐丹町を紹介した
のが、かつてカタール フレンド基金を紹介してくれ
た経営共創基盤の柴田亮氏。柴田氏がフェローを務め
る一般社団法人新興事業創出機構（JEBDA）の鷹野秀
征理事長が共感してくださり、JEBDA のサポーター
企業だった増田氏との出会いを呼んだ。
増田氏は、復興支援への参加を志願した社内の技術
者たちを引き連れ、2013年6月から、唐丹町に足繁
く通い続けた。毎月のように行政や漁協、地域の有力
者らと語らい、復興のために IT で何ができるかを模
索。私もその輪に加わり、震災後の地域の問題や、弊
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社が掲げる理念について何度も熱く語った。
そこでお願いしたのが、弊社の業務管理システムに
メスを入れてもらうことだった。受注・発注、在庫、
生産工程の管理といったシステム全体の段階的な改良
作業が進んだ。
増田氏は、過疎化が始まって水産業が衰退する中
で、さらに震災の痛手も大きい唐丹町をどう復興させ
るか、地元が抱えている課題に真剣に向き合ってくれ
た。その思いは、私が会社を立ち上げた理念にも共通
するもので、今でもお付き合いが続いている。
ブランド化で、地域を元気にする。
最後に、どんな地域の未来を描いているのか、弊社
の事業展開を記してまとめとしたい。
水産業の魅力は口に入った時の「美味しい！」の一
言だ。これに「釜石」の名がつけば、釜石が幸せな体
験と共に地域ブランドとして認知される。弊社が釜石
ブランドにこだわるのは、地域ブランドが一企業に止
まらず、地域自体を元気にする力を持つからだ。
ブランドの確立に向けて、「一次産業者の継続的な
就労と収入の確保 × 地域産物の高付加価値化と未利
用資源の流通拡大」をコンセプトに、下図のような事
業展開を行っている。
①多品種少量生産が可能な生産工場の増設
②地域独自の高付加価値商品の継続的開発・ブラン
ド化
③高齢漁師の働く場と安定収入向上に資する蓄養・
養殖・増殖事業
④釜石市・漁協との協働による飲食店事業
これらの事業の連携効果により、域外からの収入を
増やしつつ地域経済を循環させ、担い手を育てる計画
だ。このうち、商品開発、飲食店、第2工場について
簡単に紹介する。
商品開発への取り組み
海を守り、海に感謝し、海の声を訊き、誠実にその
資源を活用した商品の開発こそが、私たちの大切な役
割だ。地元の漁師飯から海外の郷土料理、専門的な高
次加工を必要とする商品のアイデア、試作、商品化に
取り組み、三陸釜石産の豊かな海の恵みを活かした商
品づくりを行っている。価値ある未開発の水産資源に
も目を向け、消費者のニーズと海の環境に合わせた未
釜石ブランド確立に向けた取り組み全体像
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利用資源の活用にも力を入れている。
例えば、2017年11月に高島屋にて発売開始した『釜
石三陸焼きうにと海の幸のリゾット』は、三陸産の「焼
きかぜ（うに）」、ホタテ貝、ムール貝、アワビを贅沢
に盛り付けた逸品。冷凍米飯は、お米から水分が無く
なり蝋のようにボロボロになる白蝋化が難点だった。
この課題に対して、岩手大学農学部と連携し、解凍し
てもホクホクした食感を保つ冷凍米飯を開発。特許を
申請している。
飲食店への進出
農業や水産業はいわば「食業」だ。人の口に入って、
ようやく長いバリューチェーンが完結する。その意味
から飲食店への進出は弊社設立時からの念願であっ
た。
2019年4月「ヒカリ食堂」オープン。
釜石港に面した魚市場の隣に、にぎわい創出施設「魚
河岸テラス」が完成。弊社は、ここに食堂をオープン
し、「魚のまち釜石」の魅力を発信している。この食堂
では、地元の皆さんとシェフが、釜石ならではの家庭
料理や三陸の魚介類を生かした「訪れて初めて味わえ
るおいしい釜石料理」を提供している。また、シェフ
の国内外の研修も奨励し、料理人を育てることを目指
している。
第2工場の稼働
新工場から煮魚、焼き魚をお手元へ。
2020年6月、第2工場を新設し、新たに煮魚と焼き
魚の商品を手掛けている。家庭で簡単に釜石のおいし
い魚が味わえるように仕上げてお届けしている。また、
事業の拡張とともに雇用に貢献し、地域の発展を牽引
する人材の育成に力を注いでいる。
第2工場はコロナ禍での船出となったが、こうして
東日本大震災後の「マイナスからの挑戦」を振り返る
と、必ずやピンチをチャンスにできるものと思ってい
る。
釜石ブランド確立は、始まったばかり
唐丹町のように小さな漁業地域は全国の至る所にあ
り、その多くが、水産業の衰退と人口の流出に悩んで
いる。そんな漁村の将来のために、今こそ、こういっ
◀︎釜石三陸焼きうにと海の幸のリゾット
▼ヒカリ食堂を出店した釜石港をのぞむ魚河岸テラス
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たブランド化への取り組みが求められている。
漁業地域が抱える一番の課題は収入だ。収入が安定
してこそ、定住ができる。そのためには、地元で獲れ
る水産物に付加価値をつけて、海外から入ってくる安
価な水産物とは差別化を図っていかなければならな
い。また、仮に今後、海外からの輸入量が減少した時
に、魚を獲る人がいなくなってしまったら、それこそ
日本全体で魚が食べられなくなる。そのためにも、若
い人にもっと水産業をやってほしいと思う。
釜石ブランド確立への挑戦はまだまだ途中段階に過
ぎない。
ブランド化まで今でようやく3合目くらいで、蓄養・
養殖・増殖技術による高付加価値商品を高鮮度保持流
通に乗せることができて、初めて6合目程度。飲食店
もブランド化が重要だ。さらに、その取り組みを地域
にオープンにして、他の水産業者さんに広げていく。
それらが成功したら、やっと先が見え始めてくる。
たとえ自社だけが成功したとしても、それではブラ
ンドを確立できたことにはならない。
大事なのは、釜石の人たちが、地元について尊厳や
自信を持てるようになることだ。だから、弊社だけが
技術やノウハウを持ったとしても意味は無い。今後、
釜石の魚をブランド化していくためには、地元の他の
水産業者とは単なる競合関係ではなく、販路なども共
有していく必要があると考えている。
おわりに
2021年3月11日で東日本大震災から10年になる。
資金も土地も無いなか、釜石ヒカリフーズを立ち上げ
てから約9年。一度は何も無くなった漁師町に掲げた
希望の光は、さまざまな人々の共感と支援のおかげで、
ようやくかたちになりつつある。人の縁に感謝しかな
い。
不可能だと思われていること、これまで前例の無い
ことであっても、迷わずに、まずやってみる。とにか
く地域を元気にするために、これからもチャレンジし
ていきたい。それが、ずっとお世話になってきた、唐
丹町をはじめとする釜石の人たちへの恩返しになると
思っている。
「復興への希望の光」となることと、「地域にとって
将来にわたり光り輝く存在であり続けたい」という、
社名に込めた2つの意味を噛み締めながら、一歩一歩、
前へ進んでいきたい。
（注）文中の役職名は当時のもの。
釜石ヒカリフーズ株式会社
URL：https://www.hikarifoods.jp/
